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中
野
市
の
平
成
22
年
度
予
算
は
「
市
民
生
活
を
支
援
す
る
」
を
基
本
に
、

厳
し
い
経
済
・
雇
用
情
勢
に
対
応
し
な
が
ら
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
安
心
し
た

生
活
を
支
え
、
温
か
み
の
感
じ
ら
れ
る
「
柔
ら
か
い
予
算
」
を
心
が
け
て
編

成
し
ま
し
た
。

平
成
22
年
度
予
算

　
国
で
は
、
平
成
22
年
度
の
経
済
見
通
し

に
つ
い
て
、
景
気
は
、
緩
や
か
に
回
復
し

て
い
く
と
見
込
む
一
方
、
物
価
は
、
緩
や

か
に
下
落
が
続
き
、
失
業
率
は
、
高
止
ま

る
と
見
込
ん
で
お
り
、
こ
う
し
た
状
況
を

勘
案
し
、
平
成
22
年
度
の
国
内
総
生
産
の

実
質
成
長
率
を
、
3
年
ぶ
り
の
プ
ラ
ス
成

長
が
見
込
ま
れ
る
と
し
、
国
の
平
成
22
年

度
予
算
に
お
い
て
は
、
子
育
て
、
雇
用
、

環
境
等
に
重
点
を
置
き
、
国
民
の
付
託
に

応
え
る
べ
き
主
要
施
策
を
着
実
に
取
り
組

み
、
経
済
成
長
と
財
政
規
律
を
両
立
さ
せ

て
い
く
と
し
て
い
ま
す
。

　
こ
う
し
た
、
国
の
動
向
を
踏
ま
え
、
中

野
市
に
お
い
て
も
、
「
市
民
生
活
を
支
援

す
る
」
を
基
本
に
、

①
子
育
て
環
境
の
充
実
な
ど「
子
ど
も
」の

支
援

②
福
祉
・
医
療
な
ど「
安
心
生
活
」の
支
援

③
雇
用
機
会
を
創
出
し
、
産
業
の
育
成
及
び

安
定
化
を
図
る「
雇
用
と
産
業
」の
支
援

④
教
育
環
境
の
整
備
及
び
地
域
文
化
に
配

慮
し
た「
教
育
と
文
化
」の
支
援

⑤
地
球
環
境
と
の
共
生
に
配
慮
し
た「
環

境
へ
の
取
り
組
み
」の
支
援

特 集

の
５
項
目
に
分
け
、
厳
し
い
経
済
・
雇
用

情
勢
に
対
応
し
な
が
ら
、
市
民
の
皆
さ
ん

の
安
心
し
た
生
活
を
支
え
る
予
算
編
成
と

し
ま
し
た
。

　
歳
入
で
は
、
地
方
交
付
税
お
よ
び
各
種

補
助
金
・
交
付
金
な
ど
の
財
源
の
最
大
限

活
用
と
、
収
入
の
確
保
に
全
力
を
挙
げ
て

い
き
ま
す
。

　
歳
出
で
は
、
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
、

経
常
経
費
の
削
減
に
努
め
、
増
加
す
る
社

会
保
障
関
係
費
や
実
施
計
画
計
上
事
業
費

な
ど
、
必
要
な
事
業
費
を
確
保
し
、
制
度

資
金
貸
付
保
証
料
補
給
金
、
労
働
金
庫
預

託
金
の
増
額
や
緊
急
雇
用
創
出
事
業
の
拡

大
な
ど
、
引
き
続
き
景
気
・
雇
用
対
策
に

積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
く
と
と
も
に
、

一
層
の
行
政
の
ス
リ
ム
化
を
進
め
、
事
務

事
業
評
価
等
に
基
づ
く
各
種
事
業
の
見
直

し
や
削
減
、
経
常
経
費
の
抑
制
を
図
り
、

規
律
あ
る
財
政
運
営
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

　
平
成
22
年
度
の
一
般
会
計
予
算
は
、
総

額
１
９
１
億
９
０
０
０
万
円
で
、
前
年
度

予
算
と
の
比
較
で
は
約
14
億
円
、
率
に
し

て
７
・
８
パ
ー
セ
ン
ト
の
増
と
な
っ
て
い

ま
す
。

一般会計予算額　  　191 億 9,000 万円

会計別予算額
会　計　名 予 算 総 額 前年度比

一　　般　　会　　計 191億9,000万円 7.8％

特別会計

国民健康保険事業 49億4,657万円 1.0％
老人保健医療事業 135万円 △91.8％
後期高齢者医療事業 3億6,480万円 0.2％
介護保険事業 31億4,820万円 2.6％
社会就労センター事業 8,380万円 △7.5％
住宅改修資金貸付事業 454万円 △61.8％
倭財産区事業 101万円 △34.2％
永田財産区事業 42万円 △53.5％
中野財産区事業 299万円 16.1％
情報通信施設事業 5,473万円 △16.1％
下水道事業 22億0,639万円 △3.7％
農業集落排水事業 6億6,356万円 △4.3％
合　　　計 114億7,836万円 △0.2％

企業会計 水道事業 13億2,078万円 △43.7％
総　　　計 319億8,914万円 1.1％

※水道事業の予算総額は、収益的支出および資本的支出の予算額の合計

支出（歳出）
項　目 予　算　額 前年度比

民生費 53億1,759万円 17.0％
総務費 27億1,499万円 19.9％
土木費 25億7,996万円 △10.9％
公債費 23億0,178万円 △6.2％
衛生費 19億6,566万円 24.7％
教育費 15億4,713万円 △1.9％
農林水産業費 9億8,556万円 9.7％
商工費 7億8,569万円 31.2％
消防費 6億8,972万円 0.3％
議会費 1億7,601万円 △1.9％
労働費 8,591万円 3.5％
予備費 4,000万円 0.0％
合　計 191億9,000万円 7.8％

収入（歳入）
項　目 予算額 前年度比

地方交付税 55億0,000万円 3.8％
市税 53億5,287万円 △2.2％
市債 18億9,780万円 31.1％
国庫支出金 16億0,229万円 33.7％
繰入金 12億3,841万円 21.1％
県支出金 11億6,285万円 30.4％
諸収入 9億0,604万円 2.9％
地方消費税交付金 4億3,900万円 0.0％
分担金及び負担金 2億9,041万円 △5.1％
地方譲与税 2億5,400万円 △1.9％
使用料及び手数料 2億2,584万円 0.0％
繰越金 1億0,000万円 0.0％
自動車取得税交付金 6,200万円△18.4％
地方特例交付金 5,680万円△11.1％
財産収入 4,201万円△11.3％
利子割交付金 2,700万円 0.0％
配当割交付金 1,000万円△23.1％
ゴルフ場利用税交付金 1,000万円 0.0％
交通安全対策特別交付金 700万円△12.5％
寄附金 318万円1,165.7％
株式等譲渡所得割交付金 250万円△75.0％

合　計 191億9,000万円 7.8％

地方消費税交付金　
4億3,900万円(2.3%)

その他　5億4,633万円(2.8%)

地方譲与税　
2億5,400万円(1.3%)

分担金及び負担金　
2億9,041万円(1.5%)

諸収入　
9億0,604万円(4.7%)

繰入金　
12億3,841万円(6.5%)

市債　
18億9,780万円(9.9%)

国県支出金　
27億6,514万円(14.4%)

(28.7%)

市税　
53億5,287万円(27.9%)

歳入合計
191億
9,000万円

その他　3億0,192万円(1.5%)
消防費　6億8,972万円(3.6%)商工費　

7億8,569万円(4.1%)

農林水産業費　
9億8,556万円(5.2%)

教育費　
15億4,713万円(8.1%)

公債費　
23億0,178万円(12.0%)

衛生費　
19億6,566万円(10.2%)

土木費　
25億7,996万円(13.5%)

総務費　
27億1,499万円(14.1%)

民生費　
53億1,759万

歳出合計
191億
9,000万円

地方交付税　
 55億0,000万円円(27.7%)


